
事業内容

社会福祉施設の整備費の一部を助成
①補助対象者 社会福祉法人等、②補助対象経費 施設整備費
の一部、③補助額 老人：特養2,700千円/床・老健25,000千円
/施設 障害・児童：補助基準額の2/3(国1/2・県1/4)

民間移譲

廃止 縮小 統合

民間委託市町移譲

凍結(休止)

負担割合変更 事務改善

継続 実施手法の見直し

その他ＰＦＩ

延長 終期設定

・老人福祉施設については、定員29名以下の地域密着型施設については市町が、
定員30名以上の広域施設については県が補助することとしている。
・障害者・児童施設については、国庫補助金に対して都道府県が随伴することが
義務づけられている。
・国が提示する補助基準額を超える部分は事業者負担である。

新規 拡充

有 効 性

効 率 性

・高齢化の進展に伴い、常時介護を必要とする高齢者が増加することから、引き
続き介護基盤整備を進めることが必要である。
・障害者に対する日中活動サービスの充実やグループホーム等の居住の場の確保
を図るため、基盤整備を進めることが必要である。
・保護の必要な児童の健全育成を図るため、基盤整備を進めることが必要であ
る。
・計画的に補助を進めており、整備量は着実に増加している。

・老人福祉基盤施設については、1床当たり単価を定めており、障害福祉基盤施
設、児童福祉基盤施設については、国庫補助単価が定められているため、実質的
なコストは一定している。

91.0% 92.8% 94.1%

100.0%150.0%250.0%

71.0%50.7%35.9%

1,642,883 千円 1.0人
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担当者電話番号

健康福祉部こども局児童課・社会福祉局高齢社会
課・障害福祉局障害支援課
児童施設係078-362-3198・高年施設係078-
362-3189・障害施設係078-362-3194

従事人員

事業開始年度 昭和41年度

7,542

33,708

福祉基盤の充実

社会福祉施設整備費補助事業

平成19年度決算額

(456,342 千円)

①老人福祉基盤施設の整備
②障害福祉基盤施設の整備
③児童福祉基盤施設の整備

所管部局課名

(489,088 千円)

(44 千円)

2,036,039 千円

・老人福祉施設の居室部分については、入所者の費用負担によることとして、補
助対象外としている。
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目標

達成率（％）
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34,188

5,230

目標の達成度
を示す指標

(62 千円)

指標名
19年度
実績

33,039

目 標

目標値 年度

36,324床

14,582人

実
施
方
針

評
価
結
果

説
明

各分野の事業計画で必要と見込まれる量の施設基盤の整備を着実に進めるため、引き続き事業を
継続する。

実施手法の
見直し内容

民間・市町との役割分担

受益と負担の適正化

必 要 性

施策名

事業名

20年度
見込み

平成20年度当初予算額

(198,976 千円)

区 分

1.1人

①要介護２～５認定者の37％相当が施設サービスを利用
するものとして整備目標値を設定

②障害福祉サービス基盤の整備

③要保護児童の健全育成を図るための基盤の整備（老朽
化改修29棟及び新築3棟の整備）

(158 千円)

2棟

(817,261 千円)

1.1人

平成21年度当初予算額

(253,342 千円)

1,634,523 千円

従事人員

方 向 性

1,467,025 千円

H19

(48 千円)

(195 千円)

3棟

従事人員

従事人員 従事人員

事務事業評価資料

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

事業費①

人件費②

総コスト
（①＋②）

1.7人15,153 千円

事業目的

9,318 千円

従事人員

1.7人2,051,192 千円 1,476,343 千円

事業の目標

[目標設定理由]県老人福祉計画による

[目標設定理由]県障害福祉計画による

[目標設定理由]施設整備の必要量調査による

児童福祉基盤施設の
整備量(新築・老朽改
修)

老人福祉基盤施設の
整備量(床数)

(389 千円)

5棟

(407,208 千円)

10,356障害福祉基盤施設の
整備量(日中活動系
サービス利用定員数)

毎年度2箇所
程度の改修
を実施

23年度

23年度

21年度


